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世界39ヶ国で取得済みの日本茶商標をはじめとし、日本の茶生産地および暖簾分けした提携先との
ネットワークや高品質のお茶を製造する茶加工のノウハウを持つ企業。当該商標等を駆使して、マー

ケットイン型のソーシャルビジネスモデルを主導し、日本のみならず海外への提携先へお茶を販売してい
る。事業承継にあたっての経営基盤強化のために知財ビジネス報告書の作成に取り組んだ。

過去～現在

（As-Is）

現在～将来

（To-Be）

知的財産（強み・壁）を

いかにして生み出し、安定

した事業に貢献しているか
についてストーリー化する

将来像の実現に向けた課

題およびその解決の方向

性（事業構想）を明確
化する

将来像の実現に向けた実
行計画をストーリー化する

長年の取引関係があるお茶農家から荒茶を購入し、加工業者が仕上げた仕上げ茶を製造。仕上

げ茶をブランド使用許諾先の日本・海外の提携先へ販売する事業について、マーケットイン型で生産

者に利益配分できるソーシャルビジネスモデルを構築して日本全体の生産者を守りつつも、海外向け

の販売量を増加するなどして自社の売上増加にも注力。事業承継にあたっての経営基盤強化や海
外での抹茶需要による供給不足への対応を整理

代表の年齢を鑑みて、事業承継を優先課題とし、事業承継にあたっての経営基盤の強化や承継後

のソーシャルビジネスモデル継続のためのチーム作り、海外での抹茶需要による供給不足への対応を
課題として整理している。

解決の方向性として、外部人材の活用やノウハウの書面化、経営のさらなる効率化のための社内体
制の構築、ブランドを守るための商標やお茶の使用ルール作成の方向性を整理

事業承継を念頭に置いた、お茶・商標の使用ルール、社内体制、ノウハウ承継、将来的な展開国を
含む、ソーシャルビジネスモデルの将来像を整理。

また、継続すると予測されている抹茶需要による抹茶の供給難に対する施策も整理

知財・事業の概要および知財ビジネス報告書作成の目的

企業名 宇治園製茶株式会社 金融機関名 しまなみ信用金庫

作成を支援した

機関名・氏名
OEK弁理士法人 大池聞平

知財ビジネス報告書への記載概要

製造業 商標・ノウハウ

宇治園製茶のコア知財の一つである、一番茶のみ
に使用する商標としているメインブランドの日本茶
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しまなみ信用金庫からの評価結果

知財ビジネス報告書
を通じて認識した強み

代表は「お茶」に関する専門的知見と幅広い業界知識を有し、商標権を活用した海外事業におい
ても、同業他社と比較して確立した取り組みを行っている。

改めて認識した点

新たに認識した点
生産者との連携に基づくサプライチェーン全体の組織力や業界内での確立したポジションと人的ネッ
トワークの深さ。「日本茶商標」の高品質が海外で認知されている点。

知財ビジネス報告書
を通じて認識した課題

代表と同等レベルの茶師育成を含む後継者問題への対応。また、産地との関係性は強固である一
方、供給面については引き続き検討の余地がある。

改めて認識した点

新たに認識した点
海外商標の取得範囲の検討や、国ごとに異なる審査基準への対応。あわせて、これらに付随するコ
ストや手間についても考慮が必要。

将来のビジネス展開に

向け金融機関として
サポートできる点

◼ 信金中央金庫との連携による、海外ビジネスの支援（商談イベント等の情報提供）

◼ 当金庫および他金庫の主催する、ビジネスマッチングイベントの紹介

◼ コア人材の外部調達における、当金庫提携の人材紹介会社の紹介

◼ 補助金・助成金の情報提供および申請サポート

宇治園製茶株式会社からのコメント

知財ビジネス報告書の作成を通じて得られた
新たな気づきがあったか

専門家からの指摘により、当社がこれまで十分に考慮できていなかった視点を認識し、今後の方向

性を検討する重要な示唆を得た。また、当社が「脅威」と捉えていた事象が新たな成長機会となり
得る可能性を認識した。

知財ビジネス報告書をどう活用できそうか
当社の知財経営はこれまで十分に分かりやすく伝えられていなかったことから、まずは長年ご支援いた
だいている金融機関の皆さまに共有を想定。
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